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※ 現在作成中（サンプル２例を掲載） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部活動の地域展開に係る取組事例集 



■ 認定地域クラブとして、バレーボール、剣道、サッカーなどのクラブが活動を開始（令和７年９月時点でスポーツ20団体、文化関係１団体の計21団体を認定）

■ 部活動種目にはないトランポリン、ラグビーなどの新たな選択肢が増加

■ 認定地域クラブ活動に関する情報を市のホームページの他、広報紙等でも発信 部活動改革に対する市民の関心が向上

指導者
研 修
の開催

地域クラブ活動を担う運営団体等の体制整備等１

北海道北見市

基本情報

人口 110,458人

公立中学校数
（うち義務教育学校数）

14校
（１校）

公立中学校生徒数 2,570人

部活動数 97部活

認定クラブ制度による地域クラブの活動支援 ～安全・安心で持続的な地域クラブの実現へ～

北海道北見市では、部活動改革後の新たな地域スポーツ・文化活動として、地域のスポーツ団体等を認定する

仕組みを設けました。「北見市地域クラブ活動」として認定された団体には、各種大会等への参加費の補助を

はじめとした支援を行うとともに、地域クラブ活動におけるガバナンスを効かせるため、指導者研修の仕組み

を設けるなど、安全・安心で持続的な地域クラブ活動の実現に取り組んでいます。

課題

○ 安全で安心な地域クラブ活動の運営、中体連等の大会参加、公平な支援を実現するために、一定の基準を設ける必要

○ 行政による財政的支援や、学校施設等の無償貸出等を行うに当たっては、支援の対象となる団体の適正性・継続性を
確認する必要

地域クラブの認定制度

認定クラブへの支援制度

取組の概要

北見市教育委員会

地域クラブ活動Ａ 地域クラブ活動Ｂ 地域クラブ活動Ｃ
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北見市地域クラブ活動 認定要件

運営
団体

運営
団体

運営
団体

北見市地域クラブ活動

①部活動の地域の受け皿として、中学生等を対象にスポーツ
または文化芸術活動を行い、専門性の高い指導を目指すこと。

②「北見市立学校における部活動の在り方に関する方針」に
沿った活動（休養日・活動時間については遵守）であること。

③原則、北見市内の社会教育施設等の公共施設または学校
施設を活動の拠点としていること。

④地域クラブに参加する会員（中学生等及び保護者）が自由
に加入及び脱会できること。また、脱会の際には会費等の
取り扱いを明確にしておくこと。

⑤団体の規約、年間活動計画、年間収支予算、役員名簿等を
整備していること。

⑥会員から運営に必要な会費等を徴収していること。
⑦営利を目的とした団体でないこと。
⑧中体連等の各種大会は、地域クラブとしての参加を原則と

すること。

共催

市スポーツ協会 認定クラブへの支援

・認定地域クラブが大会に参加する際の参加費や交通費等を補助

・参加者10人に対し、原則１人の引率者の交通費等を補助

※ 参加者10人以下でも１人は補助（11人以上の場合は２人まで）

月

・就学援助世帯を対象に、認定地域クラブの活動に必要な会費

用具購入費等のクラブ活動費を支給（上限：30,150円）

・認定地域クラブ活動を北見市ホームペー ジや広報紙「部活

動の地域展開NEWS」等で紹介

・各校への会員募集、体験会参加者募集等のチラシ配布に対する

支援

成果

３ 地域クラブ活動広報

２ 就学援助世帯支援

１ 大会参加費補助

１

Ｃａｓｅ１

■ 専門的な人材から指導を受けることができ、上達することの喜びや音楽の楽しさを、中学生のみならず地域全体で共有することができた。

■ 子供たちはもちろん、保護者や教員、地域住民が吹奏楽部に着目し、演奏の上達やイベント参加などを通して、子供たちの音楽活動の自信になった。

■ 活動をきっかけとして、地域の吹奏楽愛好家の掘り起こしも行うことができ、子供たちへの指導や、大人とのふれあいの場をつくることができた。

指導者等の質の保障・量の確保２

北海道蘭越町

基本情報

人口 4,493人

公立中学校数
（うち義務教育学校数）

1校
（0校）

公立中学校生徒数 95人

部活動数 7部活

地域連携協定を活用した大学の協力による指導体制の構築～ＩＣＴを活用した質の高い指導の実現～

北海道蘭越町では、札幌大谷大学と地域連携協定を締結しており、その一環として、同大の音楽学科の学生、教授な

どから、ＩＣＴを通じて質の高い演奏指導や楽器の奏法についての指導を受けています。地方の小さな学校で限られ

た人材・資源の中、子供たちが吹奏楽を楽しめる環境を整備することで、子供たちの充実した活動を保障し、地方に

住むことの不利益を払拭し、多くの人からの評価を得る経験を積む機会づくりに取り組んでいます。

課題

○ 部活動を行う生徒が減少し、十分な活動ができないほか、地域にも十分な指導者がいない。また、地域の小学校及び高

等学校にも吹奏楽部が存在しない。部員が少ないことから、パート（楽器）ごとの技術、奏法の指導が上級生から下級

生に行うことができず、顧問や指導員が苦慮している。

地域連携協定を結んでい
る大学の協力による質の
高い指導

取組の概要

蘭越町教育委員会

地域吹奏楽活動

支援

活動概要

成果

２

Ｃａｓｅ２

札幌大谷大学

蘭越町地域吹奏楽活動協議会

学務課 生涯学習課 スポーツ課

蘭越中学校

吹奏楽部員参加 指導・指導者派遣

蘭越小学校
昆布小学校

北海道蘭越高等学校

近隣自治体
学校

地域活動サークル

実施種目 吹奏楽

運営団体名 蘭越町地域吹奏楽活動協議会

活動場所 蘭越中学校

参加者 中学生14名、社会人５名

活動日・活動時間 土曜日等 ３時間

指導者 提携大学教授・学生、町の楽団員
参加呼びかけ
・掘り起こし



理解促進
(地域住民・関係団体 等)

○ホームページ・SNS
による周知

○説明会開催

首長部局
との連携

○役割分担の共有
○情報共有

スケジュール
の決定

○推進計画の策定
○ロードマップ作成

具体の取組
の決定

○必要となる取組の
洗い出し

○課題解決策の検討

課題の整理

○現状と不足するリ
ソース等の精査

部活動の地域展開のフロー図（例）

学校部活動
の現状把握

○種目設定・加入者
数の確認

運営団体・実
施主体の決定

○総合型地域ＳＣ・
少年団 等

ニーズの把握

○アンケートの実施
（生徒・保護者・
地域住民向け）

ｽﾎﾟｰﾂ・文化
芸術環境の
現状把握

○活動場所となりう
る施設等の把握

指導者人材
の現状把握

○クラブ指導者とな
りうる人材の把握

地域の
現状把握

○人口統計の把握
○地域特性の分析

方向性の決定

○部活動の存廃、ク
ラブ活動の実施体
制や目標の決定

活動内容の
決定

○活動種目
○活動スケジュール

指導者の確保

○指導希望教員の確
認

○地域人材の発掘

活動場所
の確保

○学校・公共施設・
民間施設の確保

地域クラブ認
定制度の整備

○制度設計・運用

会費の設定

○月額会費
○保険料
○困窮世帯支援

参加者の募集
（学校・地域住民 等）

○募集案内作成
○入学説明会等での
ＰＲ

指導者の任用

○任用手続き
○研修の実施

保険加入

○賠償責任保険
○スポーツ安全保険
（指導者・参加者）

クラブ活動
の実施

○進捗管理
○助言・支援

合意形成
(地域住民・関係団体 等)

○説明会開催
○関係団体への訪問

運営財源
の確保

○会費・寄附受入・
補助金等の活用

学校との
情報共有

○活動方針・指導実
績等の共有

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの
配置

○学校と地域クラブ
間の調整

運営の効率化

○管理ツールの導入
○セキュリティ強化

指導の充実
○ＩＣＴの活用
○休日・平日の一貫
指導の実施

○資格取得の促進

活動の拡充

○競技種目の拡大
○多世代に渡る活動

大会等の在り
方見直し要請

○主催者への要請活
動

情報発信

○活動状況や参加費
用等の広報

○体験会の開催

障がいのある
生徒の参画

○障がいに応じた工
夫や種目設定

規程の整備

○兼職兼業
○学校施設等の利用

移動手段
の確保

○スクールバス活用
○既存車両（福祉・
医療等）への混乗

新たな運営
財源の獲得

○ふるさと納税
○企業協賛

参加者の拡大

○広報強化
○近隣市町村からの
参加者受入

評価・
課題整理

○関係者ヒアリング
○成果のとりまとめ

情報収集

○先進地視察
○シンポジウム参加
○先行事例の把握

専門組織
の立ち上げ

○専門部署や専任職
員の配置

フェーズ 1

フェーズ 2

フェーズ 4

フェーズ 3

フェーズ 5

調査段階

検討段階

準備段階

実施段階

発展段階

協議会の設置

○要綱等の作成
○委員の選定
○議題設定

マニュアル
の作成

○クラブ運営・指導
方法・危機管理

※各段階は一例を示したものであり、 地域の実情によって順序が入れ替わることや省略すること、 追加することも考えられます。

資料１－①



協議（年４回程度）

前 期 後 期改革
実行
期間

＜最終目標＞

令和13年度末までに休日・平日ともに全ての部活動を廃止するとともに、令和14年移行は地域クラブ活動のみを実施する

令和8年度 令和9年度

部活動の地域展開ロードマップ【市町村名】（例）

令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

地域
クラブ
活動

各取組

R○.○.○作成（R○.○.○更新）

アンケート実施
・とりまとめ
（～R8.12月）

送迎バスの運行（R13.4月～）

協議会

クラブ活動
見学会

（R11.4月）

＜現学校部活動数＞

6 部

設置
準備

（～R8.9月）

クラブ参加者募集（R10.4月～）

合同部活動の実施・部活動指導員の配置（～R13.3月）

部活動 休日の部活動を段階的に廃止（～R13.3月）※運動系から順次

平日の部活動を段階的に廃止（～R14.3月）※運動系から順次

地域展開専用ホームページ・ＳＮＳ開設・運用（R8.6月～）

クラブ指導者の募集（R9.6月～） ※任用・研修（随時）

説明会（教職員・生徒・保護者・地域住民向け） クラブ運営管理アプリ導入（R12.4月～）

庁内連絡会議（年２回程度）

設置
（R8.10月）

推進計画
の策定

（～R9.6月）

運営団体・実
施主体の決定
（～R9.10月）

活動種目・活動
場所等の選定
（～R10.3月）

＜クラブ活動開始以降＞

活動状況の共有・評価・検証
（R10.10月～）

課題の
整理

（～R9.1月）

制度・方向性の周知
（R9.6～9月）

クラブ活動の詳細周知
（R10.6～9月）

規程整備（～R10.9月） 広域連携協議（R12.4月～）

改革実行
期間以降

令和14年度～

部活動の
廃止完了

地域クラブ化
完了

休日のクラブ活動を段階的に開始（R10.10月～）※廃止した部活動から順次

平日のクラブ活動を段階的に開始（R11.4月～）※廃止した部活動から順次
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資料２ 地域クラブ活動に関する認定制度 

 

資料３ 公立学校の教職員が地域クラブ活動に従事する場合の兼職兼業概要 

 

資料４ 受益者負担の目安 

 
 

※ 資料２～４は、現在作成中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


